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8 2013（平成25年）

　行政処分に対し不服がある場合に、国民を救済する措置が不服
申立制度です。国税の場合、税務署に「異議申立て」を行い、主
張が受け入れられない場合に国税不服審判所に「審査請求」をし
ます。国税に限らず原則、この２段階の不服申立を経なければ訴
訟ができないことから、制度の見直しが検討されています。

不服申立制度の見直し

8月の税務と労務8月 （葉月）AUGUST
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国　税／ 7月分源泉所得税の納付 
 8月12日

国　税／ 6月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 9月2日

国　税／ 12月決算法人の中間申告
 9月2日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人 

の消費税等の中間申告 
（年3回の場合） 9月2日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告 9月2日

地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日



８月号 ─ 2

　インターネットの普及に
よって生活はより便利にな
り、今や欠かせないものに
なっています。最近では家
中のどこにいても、また外
出先でもインターネットに
つなぐことができるように
なっています。「どこでも
インターネット」を実現す
るためには、「Wi-Fi」や「無
線LAN」が必要です。

Wi-Fiと無線LAN

　「Wi-Fi」と「無線 LAN」
とは、同じものとして扱 
われることがあります。実
際にWi-Fiとは、「Wireless 
Fidelity」の略で、無線LAN
機 器 が 標 準 規 格 で あ る

「IEEE802.11」シリーズに
準拠していることを示すブ
ランド名です。一方、無線
LANとは、配線を必要と
せず、電波を使ってデータ
の送受信を行う、構内ネッ
トワークのことをいいま
す。
　従来から使われている「有
線LAN」は、ルーターと通
信機器とを直接ケーブルで
接続しないと通信ができま
せん。つまり通信機器の設
置場所が、ケーブルを配線
できる範囲に限定されるこ
とになります。また、スマ
ートフォンやタブレット端
末といった、有線LANに
接続する機能を持たない通
信機器も増えています。そ
こで無線LANを導入する

と、このような通信機器と
つなぐことができるように
なります。

無線LANのメリット

　無線LANは、配線の必
要がないため、自宅や会社
内といった構内のどこでも
通信ができ、またすべての
機器を直接インターネット
につなぐこともできます。
これが無線LANの最大の
メリットといえるでしょう。
　無線LANを導入するこ
とで、別々の部屋にあるパ
ソコンやスマートフォンな
どのデータをやり取りした
り、プリンターに接続して
印刷したりといったことが
できます。また、冷蔵庫や
テレビといったインターネ
ットにつながる「スマート
家電」も普及し始めており、
ライフスタイルも変化する
ことになるでしょう。

無線LANの導入方法

　無線LANを導入するた
めには、「親機」と「子機」
が必要です。
　親機とは、ルーターやア
クセスポイントのことです。
ルーターとは、構内のネッ
トワークとインターネット
を中継し、構内のパソコン
をインターネットに接続で
きるようにする機器です。
ルーターとアクセスポイン
トとの違いは、複数台のパ
ソコン等をインターネット

に接続するルーター機能の
有無です。子機は、パソコ
ンやスマートフォンなどに
内臓されていることが多い
ので、通常は親機を準備す
れば、無線LANを構築す
ることができます。

外出先では

　無線LANは、構内ネッ
トワークだけではなく、外
出先でインターネットに接
続するためにも利用されて
います。外出先でインター
ネットに接続する機器に、

「モバイルルーター」と「公
衆無線LAN」があります。
　モバイルルーターは、無
線LANルーターを持ち運
びできるよう小型化したも
のです。携帯電話用の電波
を利用するので、電波の圏
内ならどこでも、また移動
中も利用可能ですが、通信
料金が高額になりがちです。
　一方の公衆無線LANは、
構内の無線LANルーター
と同じようなものが店舗や
公共施設に用意されている
ものです。手持ちの通信機
器がWi-Fiを内蔵していれ
ば、ほかに機器を準備する
必要がなく、また月額利用
料を安価に抑えることがで
きます。ただし、アクセス
ポイントの周辺でしか利用
できません。
　どちらを選ぶかは、外出
先でのインターネットの利
用スタイルによるでしょう。

いまさら聞けない
　　　　　　　無線 LAN
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六次産業とは

　第一次産業である農林水
産業の事業者が、生産だけ
でなく自ら製造や販売とい
った第二次産業や第三次産
業まで行う産業形態を、第
六次産業といいます。
　このような取り組みをす
ることで収益が上がった例
が多く、第一次産業の強化
策として政府も支援をして
います。

六次産業化・地産地消法

　平成22年12月３日に公布
された六次産業化・地産地
消法は、農林漁業者などが
地域資源を活用した新事業
を創出するための施策や、
地域の農林水産物の利用を
促進するための施策を推進
することで、農林漁業など
の振興と食料自給率の向上
に寄与することを目的に制
定されました。

六次産業化

　六次産業化については、
農林漁業者などが農林水産
物の生産とその加工や販売
を一体的に行う事業活動を
促進するために、①農地改
良資金融通法等の特例によ
る償還期限や据置期間の延
長、②農地法の特例による
農地転用手続きの簡素化、
③野菜生産出荷安定法の特
例によるリレー出荷支援、
などの支援措置を受けるこ
とができるようになりま
す。
　これらの特例を受けるた
めには、生産・加工・販売

を総合化する事業に関する
計画を作成し、農林水産大
臣の認定を受ける必要があ
ります。

具体例

　農林水産省のホームペー
ジには、認定事業計画の例
が紹介されています。
　北海道では、ほうれんそ
うやトマト、とうもろこし
などを利用したスコーンを
開発・生産し、直売所など
で販売をしています。
　京都では、九条ネギを細
かく刻んで袋詰めしラーメ
ン店などの飲食店に直売し
たり、九条ネギオイルを精
製したりといった新商品を
開発し、かなり売上を伸ば
しています。
　平成25年３月現在におけ
る総合化事業計画の認定件
数は、全国で1,300件を超
えています。
　大半は農畜産物関係で、
全体の９割を占めています。

最も認定件数の多い都道府
県は北海道で、81件の認
定がありました。

地産地消法

　農林水産大臣が、地域の
農林水産物の利用を促進す
るための基本方針を定める
こととされています。そし
てこの基本方針に基づい
て、都道府県や市町村は、
地域の農産物の利用促進に
ついての計画を定めるよう
に努めることとされていま
す。
　さらに国や地方公共団体
は、必要な基盤の整備や学
校給食などでの地域の農産
物の利用の促進、食育の推
進や人材育成などといった
支援を実施します。

利用拡大の取り組み

　農林水産省は、平成24年
２月に学校や老人ホームの
給食における地場産物の利
用拡大に関する調査結果を
まとめました。
　この調査によると、学校
給食における地場産物の使
用割合は、平成22年度で
25%と、目標とされていた
30%に達することができま
せんでした。
　また老人ホームでは一部
で取り組みがみられるもの
の、全国的な取り組みには
発展していないという結果
でした。
　地場産物の利用を拡大す
るためには、品目の確保や
コストが大きな課題となっ
ており、これらの課題を克
服することが求められてい
ます。

六
次
産
業
化
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　企業の海外進出は、今や大企業だけでは
なく中小企業でも見られるようになってい
ます。海外進出は、現地の企業を買収する
方法を採ることも多いのですが、買収され
る企業が自社とは異なる資金管理スキーム
や取引銀行を持っている場合、資金の流れ
をグループ全体で把握することはとても難
しいことです。
　そこで、グローバル・キャッシュ・マネ
ジメント（以下「GCM」）のニーズが高まり
つつあります。
　GCMを構築することで、海外を含めた
グループ会社全体での資金情報を一元管理
し、より効率的で柔軟な資金管理や資金調
達ができるようになります。また、資金情
報を把握することでグループ内における企
業や個人の不正を抑制し、内部ガバナンス
の強化を図ることができます。さらに、グ

ループ内での為替や決済などに関するリス
クを可視化しコントロールすることで、リ
スクを最小限に抑えることが期待できま
す。
　GCMの構築は、法制度や金融インフラ
といった環境要因に左右されます。特にア
ジアを含めた新興国は、資金の移動に関す
る規制が複雑で、税制や外国為替に関する
規制に関連する法制度が国ごとに異なりま
す。これらの国を対象としたGCMでは、
地域や国単位での資金の集約に取り組むこ
とや、地場銀行との提携を強化することが
必要になります。
　現在の日本で、GCMの体制を構築でき
ている企業は、決して多くありません。こ
れは、グループ経営全体として最適化する
ことに対する意識の低さや、長引く低金利
が原因であると考えられています。しかし、
ビジネスがますますグローバル化し、かつ
複雑化している昨今、日本企業が成長を続
けていくためには、GCMの構築は必須と
いえるでしょう。

　社会人が、自分の専門知識や技術を生か
して参加するボランティア活動を「プロボ
ノ」といいますが、この言葉は「公益のた
めに」という意味のラテン語である「Pro 
bono publico」に由来します。
　プロボノは、アメリカの弁護士が低所得
者に無償の法的サービスを始めたのが発祥
とされ、これが徐々に他の士業や一般企業
に勤めるホワイトカラーに広がっていきま
した。
　ボランティア活動というと、「社会奉仕」
という面が強調されがちです。しかし、プ
ロボノは自分のスキル（技術）を提供する
ので、活動を通じて自分の素の実力や足り
ないものがわかり、それが自分自身のスキ
ルアップにつながります。
　日本では、プロボノに対する認知度はま
だまだ高まっていませんが、プロボノ活動
への参加を奨励する企業も増えてきている
ようです。
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